
石綿健康障害防止対策説明会
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３ 石綿事前調査結果報告システム基本操作
方法について
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石綿の有害性
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クリソタイル
（白石綿）



石綿含有建材等の使用部位

5



石綿使用建材（レベル１＝吹付け材）

S造の梁･柱・EVS・PSの
耐火被覆

カーテンウォールの結露防止

浴室・階段室・金庫室・書庫・
集合住宅居室等の天井

機械室の壁･天井、スラブ下・
折版屋根の断熱、階段裏・庇裏 6



石綿使用建材（レベル１＝吹付け材）

一般名 商品名 製造時期

吹付け石綿 トムレックス、

ノザワコーベックス等

～1975

石綿含有吹付けﾛｯｸ
ｳｰﾙ

スプレーテックス、

ノザワコーベックスＲ等

～1987

湿式石綿含有吹付け
ﾛｯｸｳｰﾙ

トムウェット、

バルカーウェット等

～1989

パーライト吹付け ～1989

ﾊﾞｰﾐｷｭﾗｲﾄ吹付け ～1989

＊製造時期データは「石綿（アスベスト）含有建材データベース」による
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石綿含有建材（レベル２：保温材・耐火被覆材・
断熱材）

保温材（配管エルボ部等）耐火被覆材（ケイカル板２種等）

煙突断熱材（カポスタック等） 屋根用折版断熱材（フェルトン等）
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石綿含有建材（レベル２）
種類 一般名 商品名 製造時期

耐火被
覆材

石綿含有耐火被覆
板

トムボード、

リフライト等

～1983

石綿含有ケイ酸ｶﾙ
ｼｳﾑ板2種

キャスライトＬ、Ｈ

ケイカライト等

～2004

断熱材 屋根用折版石綿断
熱材

フェルトン ～1983

煙突石綿断熱材 カポスタック等 ～1990

保温材 石綿保温材 1914-91

けいそう土保温材 1890-55

パーライト保温材 1961-80

水練り保温材 ～1988 9



石綿使用建材（レベル３＝成形板）

スレート板 ビニル床タイル
（Ｐタイル）

・石綿セメント円筒
・住宅屋根用化粧スレート
・サイディング材 等

・岩綿吸音板
・ケイカル板１種
・押出成形セメント板

スレート板
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石綿使用建材（レベル３＝成形板）
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種 類 建 材（製造時期）

内装材

耐火間仕
切り

スレート、パルプセメント板、スラグ石膏板、 押出
し成形板（～2004）、石綿含有岩綿吸音板（ 1965-

87）、石綿含有石膏ボード（～1986）、ケイカル板１
種（～2004）

床材 ビニル床タイル（～1988）、フロア材（～1990）

外装材 スレート、サイディング等（以上～2004）、 ケイカ
ル板１種（～2004）

屋根材 住宅化粧用スレート（～2004）

煙突材 石綿セメント板（～2004）



石綿使用建材のレベル１．２．３
（石綿則、建災防マニュアルによる分類）

•レベル１ 石綿含有吹付け材

•レベル２ 石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材

•レベル３ 石綿含有成形板
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見落としやすい石綿建材の例
〇 内装等内側に石綿建材が隠れ、一区画のみ石綿建材が使用され
見落としやすい例について
・内装仕上げ材（天井ボード、グラスウールやセメント板等）の下に石綿含有

吹付け材が存在する例（過去の囲い込み工事等による）
・石綿含有吹付け材の上からロックウール（石綿含有無し）が吹き付けられる
・耐火建築物、鉄骨梁への耐火被覆吹付けロックウール施工時に他部材へ吹き
こぼれた例（または、これらを見落とし、天井上吹付けロックウール等の脱
落・堆積物を見逃す例）
・鉄骨造の柱・梁に石綿含有吹付け材が存在しその内装仕上げ材としてモルタ
ル等が使われている例
・鉄骨造の柱に吹き付けられた石綿含有吹付け材の周囲をブロック等で意匠的
に使われている
・天井の一部に仕上げ材（意匠）として石綿含有吹付け材が使用されている例
・煙突内部が綿状ではなく、成形板の形状の断熱材を見間違う例
・外装（外壁や柱）ボードや金属パネルの内側に耐火被覆板が使用された例
・鋼板仕上げ材の裏打ちとして石綿含有ロックウール等が吹き付けられた例
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解体・改修工事の石綿対策
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〇 現状と課題について
・過去の石綿建材使用時の石綿ばく露により、毎年多くの労災認定
・石綿使用建築物の解体棟数はピークに向けてさらに増加
・今後の石綿使用建築物の解体工事で石綿ばく露防止の徹底が必要

石綿輸入量 石綿使用
建築物の
解体棟数
（推計）

石綿関連疾患の
労災認定等件数

（人）

1000

500
毎年約1,000人

うち建設業500人強

今後の解体工事等で
取り扱われる石綿により
健康障害を発生させない

ことが重要
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（S50～ 原則禁止） H17～ 全面禁止
（～H18は1%超）

H18～
全面禁止
（0.1%超）

禁止対象

吹付け作業

規則の対象
含有率

H７～ アモサイト・クロシドライト禁止
（1%超）

S50～ 5％超 H7～ 1％超
H18～
0.1％超

H16  石綿建材等禁止
（1%超）

石綿セメント煙突
押出成形セメント板
住宅屋根用化粧スレート
繊維強化セメント板
窯業系サイディング ほか

1975
(S50)

1995
(H7)

2004
(H16)

2005
(H17)

2006
(H18)

特
化
則
改
正

特
化
則
改
正

安
衛
令
改
正

安
衛
令
改
正

石
綿
則
制
定

安
衛
令
改
正

労働安全衛生法令における石綿規制の推移
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石綿を含有する可能性のある建材

※データベースに登録されている以外の石綿含有建材の情報、原材料に石綿（アスベスト）を必要としない建材の情報についても掲載

【石綿（アスベスト）含有建材データベース】

吹付け石綿 石綿含有吹付けロックウール

湿式石綿含有吹付け材 石綿含有けい酸カルシウム第２種

石綿含有スレートボード（フレキシブル板、平
板、軟質板、軟質フレキシブル板、その他）

石綿含有スラグせっこう板

石綿含有パルプセメント板

石綿含有押出成形セメント板 石綿含有けい酸カルシウム板第１種

石綿含有ロックウール吸音天井板 石綿含有せっこうボード

石綿含有パーライト板 石綿含有その他パネル・ボード

石綿含有壁紙 石綿含有ビニル床タイル

石綿含有ビニル床シート 石綿含有ソフト巾木

石綿含有住宅屋根用化粧スレート 石綿含有ルーフィング

石綿含有窯業系サイディング 石綿含有建材複合金属系サイディング

石綿含有スレート波板（大波、小波、その他） 石綿セメント管

石綿セメント円筒 石綿発泡体

出典：国土交通省・経済産業省「石綿（アスベスト）含有建材データベース」（2018年4月26日閲覧）から抜粋または再構成
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【目で見る石綿建材】
No. 建材の種類

吹付け材

1 吹付け石綿

2 石綿含有吹付けロックウール

3 湿式石綿含有吹付け材

4 石綿含有吹付けバーミキュライト

5 石綿含有吹付けパーライト

保温材・耐火被覆材・断熱材

7 石綿含有けいそう土保温材

8 石綿含有けい酸カルシウム保温材

9 石綿含有バーミキュライト保温材

10 石綿含有パーライト保温材

11 石綿保温材

12 石綿含有けい酸カルシウム板第２種

13 屋根用折板石綿断熱材

14 煙突用石綿断熱材

その他のアスベスト含有建材（成形板等）

15～
19

石綿含有スレートボード（フレキシブル板、平板、
軟質板、軟質フレキシブル板、その他）

20 石綿含有スラグせっこう板

21 石綿含有パルプセメント板

22 石綿含有けい酸カルシウム板第１種

23 石綿含有ロックウール吸音天井板

24 石綿含有せっこうボード

25 石綿含有パーライト板

26 石綿含有その他パネル・ボード

27 石綿含有壁紙

28 石綿含有ビニル床タイル

29 石綿含有ビニル床シート

30 石綿含有ソフト巾木

31 石綿含有窯業系サイディング

32 石綿含有建材複合金属系サイディング

33 石綿含有押出成形セメント板

34,35,
36

石綿含有スレート波板（大波、小波、その
他）

37 石綿含有住宅屋根用化粧スレート

38 石綿含有ルーフィング

39 石綿含有セメント円筒

40 石綿セメント管

41 石綿発泡体

出典：目で見るアスベスト建材（第2版）、平成20年３月、国土交通省 から抜粋または再構成
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改正前 改正後 ※下線部分が改正内容

レベル１

石綿含有吹付け材
レベル１

石綿含有吹付け
材

レベル２

石綿含有保温材、
耐火被覆材、断熱材

レベル２

石綿含有保温材、
耐火被覆材、断
熱材

レベル３

スレート、Pタイル、

けい酸カルシウム板1種等

その他石綿含有建材

けい酸カルシウム板

1種※２（破砕時）

仕上げ塗材（電動工

具での除去時）

レベル３

スレート、Pタイル

等、その他石綿含有

建材

事前調査
※調査方法を

明確化

資格者による
調査

調査結果の３
年保存、現場
への備え付け

作業計画

作業状況等の
写真等による
記録・３年保
存

掲示

湿潤な状態に
する

マスク等着用

作業主任者の
選任

作業者に対す
る特別教育

健康診断

負圧隔離
集じん・排
気装置の初
回時、変更
時点検
作業開始前、
中断時の負
圧点検
隔離解除前
の取り残し
確認
等

計
画
届
（
レ
ベ
ル
２
も
計
画
届
）※

十
四
日
前

隔離
※負圧は不要

事
前
調
査
結
果
等
の
届
出
（
一
定
規
模
以
上
の
工
事※

１

が
対
象
）

※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

事前調査

作業計画

掲示

湿潤な状
態にする

マスク等
着用

作業主任
者の選任

作業者に
対する特
別教育

健康診断

負圧隔離

集じん・
排気装置
の初回時
点検

作業開始
前の負圧
点検
等

計
画
届※

十
四
日
前

作
業
届※

工
事
開
始
前
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施工部位・用途 建築物の内外装仕上

施工方法 吹付け、こて塗り、ローラー塗りなど

石綿 主材や下地調整塗材に少量添加のものあり

建築用仕上塗材とは

骨材 下地調整塗材 主材

下塗材

立体的な造形性を
持つ模様に仕上げる

写真・図の出典：「建築物の改修・解体時における石綿含有建築用仕上塗
材からの石綿粉じん飛散防止処理技術指針」、国立研究開発法人建築研
究所、日本建築仕上材工業会、平成28年4月28日

【圧付け仕上げ塗材（上塗り材なし）：吹放し模様の例】

下 地



石綿を含む建築物の解体、改修を行うときの留意点
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石綿を含む建築物の解体、改修を行うときの留意点
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石綿を含む建築物の解体、改修を行うときの留意点
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石綿を含む建築物の解体、改修を行うときの留意点
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• 健康診断実施後は、石綿健康診断結果報告書（様式第３号）を
用いて監督署への報告もお願いします。



１ 解体・改修工事開始前の調査

・ 事前調査の方法の明確化（設計図書等の確認及び目視による確認の必須化等）

・ 石綿が含有されているとみなして措置を講じる場合は分析調査を不要とする規定の吹付け材への適用

・ 事前調査を行う者及び分析調査を行う者の要件（一定の講習修了等）の新設

・ 事前調査及び分析調査の結果の記録等（記録項目の明確化、３年保存の義務化、作業場への記録の写しの備え付け義務化等）

２ 解体・改修工事開始前の届出の拡大・新設

・ 計画届の対象拡大（作業届対象作業を計画届の対象に見直し）

・ 解体・改修工事に係る事前調査結果等の届出制度の新設（建築物及び特定の工作物に係る一定規模以上の解体・改修工事について

事前調査結果等の届出義務化等）

３ 負圧隔離を要する作業に係る措置の強化

・ 隔離･漏洩防止措置の強化（隔離解除前の除去完了確認、集じん･排気装置の設置場所等変更時の点検、作業中断時の負圧点検の義務化）

４ 隔離（負圧は不要）を要する作業に係る措置の新設

・ けい酸カルシウム板１種を切断等する場合の措置の新設（隔離（負圧は不要）の義務化）

・ 仕上げ塗材を電動工具を使用して除去する場合の措置の新設（隔離（負圧は不要）の義務化）

５ その他の作業に係る措置の強化

・ 石綿含有成形品に対する措置の強化（切断等による除去の原則禁止）

・ 湿潤な状態にすることが困難な場合の措置の強化（除じん性能を有する電動工具の使用等の発散抑制措置の努力義務化）

６ 作業の記録

・ 40年間の保存義務がある労働者ごとの作業の記録項目の追加（事前調査結果の概要及び作業実施状況等の記録の概要を追加）

・ 作業計画に基づく作業実施状況等の写真等による記録・保存の義務化

７ 発注者による配慮

・ 事前調査及び作業実施状況等の記録の作成に関する発注者の配慮義務化

石綿障害予防規則等の主な改正内容について



１ 解体・改修工事開始前の調査

事前調査の方法の明確化

分析調査を不要とする規定の吹付け材への適用

■ 建築物・工作物・船舶の解体・改修の作業を行うときに義務づけられている石綿含有の有無の調査（事前調査）につ
いて、全ての材料について、設計図書等の文書を確認するとともに、目視により確認しなければならないこととする。

※設計図書等の文書がない場合は、この限りでないこととする。
※構造上目視が困難な場合は、目視が可能となったときに、事前調査を行わなければならないこととする。

■ 対象物が以下のいずれかに該当する場合は、以下の方法によることで差し支えないこととする。基本は現地調査。

対象物 調査方法

過去に行った定期点検や定期修理等の記録などですでに改正後の石綿則で求める事前
調査に相当する事前調査が行われている建築物・工作物・船舶

当該相当する調査の結果の記
録を確認

シップリサイクル法に基づく有害物質一覧表確認証書（又は相当する証書）の交付を
受けている船舶(船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律(平成30年法律第61
号)

有害物質一覧表を確認
(国土交通省が交付)

平成18年９月１日以降に着工した建築物・工作物・船舶（日本国内で着工したもの
に限る）又は同日以降に輸入された船舶

当該着工日等を設計図書等で
確認

平成18年９月１日以降に着工された工作物又は潜水艦であって、平成18年９月１日
以降も製造・使用等の禁止が猶予されていたガスケット又はグランドパッキンが、禁
止日以降に設置されたもの

当該ガスケット又はグランド
パッキンの設置日を設計図書
等で確認

■ 事前調査を行ったにもかかわらず、石綿等の使用の有無が明らかにならなかった場合は、分析による調査を行うこと
が義務となっているが、石綿等が使用されているものとみなして労働安全衛生法令に基づく措置を講じれば、分析
による調査は行わなくてもよいとする規定について、吹付け材についても適用することとする。
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事前調査の方法(石綿の有無の判断方法)

① 着工時期による判断
石綿の製造・使用の禁止された平成18年9月１日以降に着工した建築物・工作物については、原

則石綿なしと判断できます。

② 石綿含有建材データベースによる判断
国土交通省及び経済産業省が公表しているデータベースは、建材メーカーや加工メーカーが過去

に製造した石綿含有建材の種類、名称、製造時期、石綿の種類・含有率等の情報を検索できます。
ただし、 このデータベースには、すべての石綿含有建材が掲載されているものではないことから、
データベースに存在しないことを以て、石綿含有なしの証明にすることはできません。

③ メーカー作成資料による判定
建材の石綿含有の有無に関するメーカー情報等として、建材メーカーが自社のウェブサイトにお

いて情報を公開していたり、個別の問い合わせに回答していたりすることがあります。

④ 過去に実施された調査結果による判定
過去に行われた石綿含有建材の調査結果を使用して判定することができます。ただし、 過去に調

査された後に、改造、補修された箇所がある場合は、その記録についても確認し、 調査対象の建材
を確認する必要があります。

※原則は設計図書等の文書の確認及び目視による確認が必要。ただし、上記①、④の場合、目視に
よる確認は不要となる。



事前調査を行う者の要件の新設

■ 建築物の事前調査は、適切に事前調査を実施するために必要な知識を有する者として厚生労働大臣が定め
るものに行わせなければならないこととする。

＜参考（告示事項）＞告示日 令和２年７月２７日、施行期日 令和５年１０月１日

厚生労働大臣が定める者は以下のとおりとする。

(1) 建築物（一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部を除く）※建築物石綿含有建材調査者講習登録規程
登録規程※に規定する一般建築物石綿含有建材調査者、特定建築物石綿含有建材調査者又はこれらの者と同等

以上の能力を有すると認められる者

［一般建築物石綿含有建材調査者講習の内容と講習時間］
①建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識①（１時間）※労働安全衛生法その他関係法令、石綿関連疾患等
②建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識②（１時間）※大気汚染防止法、建築基準法その他関係法令、リスク
コミュニケーション等

③石綿含有建材の建築図面調査（４時間）
④現地調査の実際と留意点（４時間）
⑤建築物石綿含有建材調査報告書の作成（１時間）

(2) 一戸建ての住宅及び共同住宅の住戸の内部
上記(1)の者及び登録規程※に規定する一戸建て等石綿含有建材調査者

［一戸建て等石綿含有建材調査者講習の内容と講習時間］
①建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識①－安衛法、石綿疾患・健康リスク知識等（１時間）
②建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識②－大防法、建築基準法、リスク等（１時間）
③戸建て住宅及び共同住宅の専有部分における石綿含有建材の調査－電気・空調設備と防災（１時間）
④現地調査の実際と留意点－調査計画、事前準備、事前準備、所有者等の報告（３時間）
⑤建築物石綿含有建材調査報告書の作成（１時間）



工作物の解体等工事前の事前調査を行う者の要件の新設

31

解体作業等における
事前の措置

情報提供・事前調査結果
を踏まえた費用等の配慮

（発注者・注文者）
（８条、９条）

事前調査

・資格者※による調査
⇒今回の改正事項

（３条、４条の２（結果報告））

作業計画
（４条）

労働基準監督署への

事前の届出
（安衛法88条、安衛則86、90条）

建築物等の解体作業等における措置

○発生源対策
・湿潤化
（１３条）

○ばく露防止対策
・呼吸用保護具
・保護衣
（１４条等）

○隔離
負圧あり：（６条）
負圧なし：（６条の２、６条の３）

○立入禁止
（７条）

○健康診断 （４０条）

○管理
・石綿作業主任者
（１９条、２０条）

・特別教育
（２７条）

・付着物の除去
（３２条の２）

・飲食喫煙の禁止
（３３条）

・掲示
（３４条）

・作業の記録
（３５条、３５条の２）

・保護具等の管理
（４６条）

※現時点では、建築物及び船舶に係る事前調査のみに、資格者による調査の実施が義務付けられている（Ｒ５年10月施行）



分析調査を行う者の要件の新設

■ 分析調査は、適切に分析調査を実施するために必要な知識及び技能を有する者として厚生労働大臣が
定めるものに行わせなければならないこととする。

＜参考（告示事項）＞告示日 令和２年７月、施行期日 令和５年１０月１日施行

厚生労働大臣が定める者は、以下の①から③までに関する所定の学科講習及び分析の実施方法に関す

る所定の実技講習を受講、修了考査に合格した者又は同等以上の知識及び技能を有すると認められる者
①分析の意義及び関係法令－心構え、石綿の有害性等（0.75時間）
②鉱物及び石綿含有材料等に関する基礎知識－石綿含有物の種類組成、使用状況、分析対象（３時間）
③分析方法の原理と分析機器の取扱方法－光学顕微鏡、エックス線回析装置の基本知識（３時間）

分析の実習もありますが時間指定なし

分析調査を実施することができる者

・厚生労働大臣が定める分析調査者講習を受講し、修了考査に合格者 上記①から③

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業」により認定されるAラ
ンクまたはBランクの認定分析技術者

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修（建材定性分析エ
キスパートコース）修了者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技能試験（技
術者対象）合格者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト分析法委員会認定JEMCAインストラ
クター」
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事前調査を行う者の要件の新設

■ 建築物、船舶に対する石綿事前調査に加え、工作物に関する石綿事前調査についても、石綿を含有す
るおそれの高い工作物等の解体・改修工事を開始する前の石綿使用の有無に関する調査（以下「事前調
査」）を行う者は、一定の講習を修了した者又はそれと同等以上の知識・経験を有する者※１でなけれ
ばならないこととする。

※１ 厚生労働大臣が定める者として、別途告示で定める予定

■ 工作物の事前調査者の資格要件を設ける対象としては、
① 特定工作物※２の解体等の作業
② 特定工作物以外の工作物の解体等の作業のうち、石綿にばく露するおそれが比較的高い作業（塗料

その他の石綿等が使用されているおそれのある材料※３の除去等の作業）
とする。
※２ 令和２年厚生労働省告示第278 号に掲げる工作物（石綿使用のおそれが高いものとして厚生労働大臣が定めるものであ

り、事前調査結果の報告対象となる工作物）
※３ 塗料、モルタル、コンクリート補修剤（シーリング材、パテ、接着剤）

■ 資格者による事前調査が義務付けられる施行日までに必要な人数の調査者の養成育成が可能となるよ
う、速やかに法令を公布するとともに、公布後少なくとも２年から２年半程度の準備期間を確保する。

（省令改正事項）
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区分 対象工作物 事前調査の資格

特定工作物告示（令和
２年厚生労働省告示第
278号）に掲げる工作
物

（石綿使用のおそれが
高いものとして厚生労
働大臣が定めるもので
あり、事前調査結果の
報告対象となる工作
物）

【建築物とは構造や石綿含有材料が異なり、調査にあたり当該工作物に係
る知識を必要とする工作物】
○炉設備（反応槽、加熱炉、ボイラー・圧力容器、焼却設備）
○電気設備（発電設備、配電設備、変電設備、送電設備）
○配管及び貯蔵設備（炉設備等と連結して使用される高圧配管、下水管、
農業用パイプライン及び貯蔵設備）※上水道管は除く

【注】 建築設備（建築物に設けるガス若しくは電気の供給、給水、排水、
換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等）に該当するものは工
作物ではなく、建築物の一部。

新設する工作物石綿事前調査
者（仮称）

【建築物一体設備等】
煙突、トンネルの天井板、プラットホームの上家、遮音壁、軽量盛り土
保護パネル、鉄道の駅の地下式構造部分の壁及び天井板（建築物（建
屋）に付属している土木構造物）、観光用エレベーターの昇降路の囲い
（建築物に該当するものを除く。）※１

【注】建築設備系配管（建築物に設けるガス若しくは電気の供給、給水、
排水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等の建築設備の配
管）は建築物の一部
※１ 新たに特定工作物として指定予定

新設する工作物石綿事前調査
者（仮称）、一般建築物石綿
含有建材調査者又は特定建築
物石綿含有建材調査者

その他の工作物

【上記以外の工作物】
建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されている
もの又は設置されていたもののうち、上欄以外のもの。
（エレベーター、エスカレーター、コンクリート擁壁、電柱、公園遊具、
鳥居、仮設構造物（作業用足場等）、遊戯施設（遊園地の観覧車等）
等）

【注】資格を設けない場合でも、適切に調査を実施できるよう、様式や
チェックリストを作成する。

塗料その他の石綿等が使用さ
れているおそれのある材料の
除去等の作業※２に係る事前
調査については、新設する工
作物石綿事前調査者（仮称）、
一般建築物石綿含有建材調査
者又は特定建築物石綿含有建
材調査者

※２ 塗料の剥離、補修されたコンクリートやモルタルを使用した基礎の解体等を行う場合
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その他

■ 資格者による事前調査が義務付けられる日を待たず、養成された資格者による事前調査が適切に実施
されるよう、関係団体に働きかける。

■ 資格を設けない場合でも、適切に調査を実施できるよう、様式やチェックリストを作成する。
■ 講習修了者の能力向上等が課題となることから、登録講習機関による協議会等を設置し、講習修了者
への支援等の在り方について検討する。

（告示改正事項）講習内容等及び実施体制

■ 工作物石綿事前調査者（仮称）講習について、その講習内容、受講資格、講師要件等を定める。
■ 講習の品質管理のため、建築物石綿含有建材調査者講習と同様、登録講習機関による講習とするた
め、登録要件等を定める。

特定工作物の見直し

■ 事前調査結果等を労働基準監督署に報告しなければならない特定工作物に、「観光用エレベーターの
昇降路の囲い（建築物に該当するものを除く。）」を追加する。

（現行の特定工作物告示に掲げる工作物）①反応槽、②加熱炉、③ボイラー及び圧力容器、④配管設備（建築物に設ける給水設備、
排水設備、換気設備、暖房設備、冷房設備、排煙設備等の建築設備を除く。）、⑤焼却設備、⑥煙突（建築物に設ける排煙設備
等の建築設備を除く。）、⑦貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く。）、⑧発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設備
を除く。）、⑨変電設備、⑩配電設備、 ⑪送電設備（ケーブルを含む。）、⑫トンネルの天井板、⑬プラットホームの上家、
⑭遮音壁、⑮軽量盛土保護パネル、⑯鉄道の駅の地下式構造部分の壁及び天井板

（告示改正事項）
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建材調査者等の講習の登録講
習機関、講習会情報は、「石
綿総合情報ポータルサイト」
上で確認できます。



事前調査及び分析調査の結果の記録等

■ 事前調査又は分析調査を行ったときは、以下の事項の記録を作成
し、写しを作業場に備え付けるとともに、調査を終了した日から
３年間保存しなければならないこととする。

・事業者の名称、住所及び電話番号、解体等の作業を行う作業場所
の住所、工事の名称及び概要

・調査終了日、調査対象の建築物等の着工日等、調査を行った建築
物、工作物又は船舶の構造

・事前調査を行った部分（分析調査を行った場合は、分析のための
試料を採取した場所を含む）

・事前調査の方法（分析調査を行った場合は、分析調査の方法を含
む）

・事前調査を行った部分における材料ごとの石綿等の使用の有無
（石綿等が使用されているものとみなした場合は、その旨を含
む）及び石綿等が使用されていないと判断した材料は、その判断
の根拠

・目視による確認が困難な材料の有無及び場所 37



建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアルより抜粋 38
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「札幌市特定粉じん排出等作業におけるアスベスト飛散防止対策マニュアル」 より抜粋



２ 解体・改修工事開始前の届出の拡大・新設

計画届の対象拡大

■ 以下の仕事について、新たに労働安全衛生法第88条第３項に基づく計画届の対象とする。

① 耐火建築物・準耐火建築物に吹き付けられている石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業を行う仕事

② 耐火建築物・準耐火建築物以外の建築物、工作物、船舶に吹き付けられている石綿等の除去、封じ
込め又は囲い込みの作業を行う仕事

③ 建築物、工作物、船舶に張り付けられている石綿含有保温材等の除去、封じ込め又は囲い込みの作
業を行う仕事

（労働安全衛生規則の改正）

＜改正前＞

＜改正後＞

建築物、工作物、
船舶

うち耐火建築物・準耐火建築
物

吹き付けられている石綿等の除去 作業届 計画届

吹き付けられている石綿等の封じ込め又は囲い込み 作業届 作業届

石綿含有保温材等の除去、封じ込め又は囲い込み 作業届 作業届

建築物、工作物、
船舶 うち耐火建築物・準耐火建築

物

吹き付けられている石綿等の除去 計画届 計画届

吹き付けられている石綿等の封じ込め又は囲い込み 計画届 計画届

石綿含有保温材等の除去、封じ込め又は囲い込み 計画届 計画届



解体・改修工事に係る事前調査結果等の届出制度の新設

■ 以下のいずれかの工事を行おうとするときは、あらかじめ、電子届（スマホも可）により、事前調査の結果等を労働
基準監督署に届け出なければならないこととする。※紙での届出も可

＜届出が必要な工事＞石綿含有の有無に関わりなく以下の工事届出が必要。

① 解体工事部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事

② 請負金額が100万円以上である特定の工作物の解体工事

③ 請負金額が100万円以上である建築物又は特定の工作物の改修工事

④総トン数20トン以上の船舶(鋼製のもの)の解体・改修工事

・「建築物又は工作物」とは、すべての建築物及び煙突、サイロ、鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プ

ラント等の土地に固定されたもの。「建築物」には、建築物に設ける給水、排水、換気、暖房、冷房、排煙の設

備等の建築設備が含まれるものであることしていたが、「建築物」と「工作物」の概念をより明確化するため、次

のとおりとした。①「建築物」とは、全ての建築物をいい、建築物に設けるガス若しくは電気の供給、給水、排

水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等の建築設備を含むもの。

「工作物」とは①「建築物」以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されているもの又は設置され

ていたものの全てをいい、例えば、煙突、サイロ、鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プラント等、建築

物内に設置された、ボイラー、非常用発電設備、エレベーター、エスカレーター等又は製造若しくは発電等に関連

する反応槽、貯蔵設備、発電設備、焼却設備等及びこれらの間を接続する配管等の設備等があること。

なお、建築物内に設置されたエレベーターについては、かご等は工作物であるが、昇降路の壁面は建築物である

ことに留意すること。請負金額は、材料費も含めた工事全体の金額である。
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＜届出事項＞
・事業者の名称、住所及び電話番号、解体等の作業を行う作業場所

の住所、工事の名称及び概要、調査終了日、着工日等
・工事の実施期間
・上記①の工事の場合は床面積の合計、上記②又は③の工事の場合

は請負代金の額
・建築物、工作物又は船舶の構造、調査部分、調査方法、石綿等の

使用の有無（無の場合の判断根拠）の概要
・調査を行った者の氏名・証明書類概要（建築物の場合に限る）
・石綿作業主任者の氏名（石綿等が使用されている場合に限る）
・作業の種類、切断等の作業の有無、作業時の措置



＜留意事項＞

・解体工事又は改修工事を、同一の事業者が２以上の契約に分割して請け負う場合は、
これを１の契約で請け負ったものとみなして適用することとする。

・同一工事を複数事業者が請け負っている場合は、元請事業者がまとめて届け出なけれ
ばならないこととする。

・工事着工後に新たに調査が必要な材料が見つかった場合、当該材料について再度調査

を行った上で追加で再度調査を行った材料の届出を提出させる。

・平成18年9月1日以降に着工した建築物又は工作物は、事業者及び工事に関する基本

情報とともに当該建築物又は工作物の着工年月日のみ届出ることで足りること。

・平成18年9月1日以降に着工した工作物に関して石綿が使用されていないことが明ら

かである一方で数年に一度の定期修理等の度に着工年月日の届出を繰り返し求めるの

は合理的でないため、定期修理等は制度改正後の初回の定期修理の際に届出を求め、

その後の定期修理等については届出不要とする。

＜参考（告示事項）＞届出が必要な特定の工作物（石綿等が使用されているおそれが高いも
のとして厚生労働大臣が定めるもの）は以下のもの。告示令和2年7/1。施行4年4/1

・反応槽、加熱炉、ボイラー及び圧力容器、配管設備、焼却設備、煙突、貯蔵設備（穀物
を貯蔵用を除く。）

・発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設備を除く。）、変電設備、配電設備及び送電
設備（ケーブルを含む。）

・トンネルの天井板、プラットホームの上家、遮音壁、鉄道の駅の地下式構造部分の壁及
び天井板 ・軽量盛土保護パネル 43



石綿事前調査結果報告は紙媒体の様式による報告も可能です

※様式は３枚１組 １枚目＝元方 （元請） 事業者に関する事項を記入



石綿事前調査結果報告は紙媒体の様式による報告も可能です

※様式は３枚１組 ２枚目＝請負 （下請） 事業者に関する事項を記入



石綿事前調査結果報告は紙媒体の様式による報告も可能です

※事業者職氏名の記載を忘れずに ！

※様式は３枚１組 ３枚目＝事前調査結果に関する事項を記入



３ 負圧隔離を要する作業に係る措置の強化

隔離・漏洩防止措置の強化

■ 吹付石綿、石綿含有保温材等の除去等の作業を行う場合に義務づけられている措置のうち、隔離空間に係る集じん・
排気装置の点検や負圧の点検について、以下のとおりとする。

＜集じん・排気装置の点検＞
・集じん・排気装置の設置場所を変更したときその他集じん・排気装置に変更を加えたときは、排気口からの石綿等

の粉じんの漏えいの有無を点検しなければならない。

＜負圧の点検＞
・作業を中断したときは、前室が負圧に保たれていることを点検しなければならない。

■ 石綿等に関する知識を有する者(石綿作業主任者又は事前調査者)が石綿等の除去が完了したことを確認したあとでなけ
れば、隔離を解いてはならない。
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４ 隔離（負圧は不要）を要する作業に係る措置の新設

けい酸カルシウム板１種を切断等する場合の措置の新設

■ 石綿含有成形品のうち、けい酸カルシウム板１種※を切断等の方法により除去する作業を行う時は、作業場所をビニ
ルシート等で隔離し、常時湿潤な状態に保たなければならないこととする。

レベル３の除去作業に伴う堆積粉じんの再飛散防止のためHEPAフィルタ付真空掃除機等の清掃作業、除去確認。石
綿除去以外の作業、解体作業においても呼吸用保護具(取替え式防じんマスク又は使い捨て防じんマスク)着用の徹底。
※ 石綿障害予防規則においては特に石綿等の粉じんが発散しやすいものとして厚生労働大臣が定めることとし、具体的には告示でけい酸カルシウム

板１種を規定する。告示日 令和２年７月、施行期日 令和２年１０月１日

仕上げ塗材を電動工具を用いて除去する場合の措置の新設

■ 石綿を含有する仕上げ塗材を電動工具を用いて除去する作業を行う時は、作業場所をビニルシート等で隔離し、常時
湿潤な状態に保ちながら作業。作業場所の隔離は負圧に保つ必要なし。高圧水洗工法、超音波ケレン法等は隔離不要。

集塵式ディスクグライン
ダー



６ 作業の記録

作業計画に基づく作業実施状況等の写真等による記録・保存の義務化

■ 石綿等が使用されている建築物、工作物又は船舶の解体・改修作業を行ったときは、作業計画に基づく作業の実施状
況を写真等により記録するとともに、従事労働者の氏名、従事期間等を記録し、３年間保存しなければならないこと
とする。現場ごとに下記事項について日時・撮影場所・各措置の内容が分かる写真等により記録する。

⓵ 事前調査結果の概要の掲示、立入禁止、喫煙・飲食禁止、石綿作業場である旨等の掲示状況。

⓶ 隔離措置として、セキュリティーゾーンや集じん・排気装置の写真、漏洩点検・結果、石綿取り残し有無写真。

⓷ 作業状況、湿潤化の状況、マスク等の使用状況を含む。

⓸ 石綿含有材料の運搬・貯蔵の確実な包装。⓹ 作業場外に持ち出す際の器具・保護具等の付着物の除去又は梱包

⑥ 作業従事者および周辺作業従事者の氏名および作業従事期間。動画による記録も可能

石綿含有成形品に対する措置の強化

湿潤な状態にすることが困難な場合の措置の強化

■ 石綿含有成形品を除去する作業においては、技術上困難なとき(材料が下地材等と接着材で固定され切断等を行わずに
除去すること、材料が大きく切断等を行わずに手作業で取り外すことが困難)を除き、切断等以外の方法(ボルトや釘
等を撤去し手作業で取り外す)により作業を実施しなければならないこととする。

■ 石綿等を湿潤な状態にすることが著しく困難な場合について、除じん性能を有する電動工具を用いる等、石綿の発散
を抑制する措置を講じなければならないこと。(湿潤状態は散水、固化剤を吹き付け、剥離剤を使用)

５ その他の作業に係る措置の強化

労働者ごとの作業の記録項目の追加

■ 石綿等の取扱い作業に従事する労働者について、作業に従事しないこととなった日から40年間の保存が義務づけられ
ている記録の項目として、事前調査の結果の概要及び作業の実施状況の記録の概要を加える。(文書等の簡潔な記録)



７ 発注者による配慮

■ 建築物、工作物又は船舶の解体・改修作業を行う仕事の発注者は、当該仕事の請負人によ
る事前調査及び作業の実施状況の写真等による記録が適切に行われるように配慮しなけれ
ばならないこととする。

解体・改修工事に係る管理体制について 検討会報告書
(１) 工事計画作成者及び工事現場の管理者に対する教育

⓵ 石綿に関する工事計画を作成する者は、以下の知識を有する者

・労働衛生に関する知識

・石綿の有害性及び石綿建材を除去する際の飛散性に関する知識

・石綿含有建材の除去方法や使用箇所に関する知識

・建築物(建築空間など)に関する知識

・隔離空間の設計、負圧の維持に関する知識

・集じん・排気装置に関する知識

⓶ 工事現場全体を施工管理者(主任技術者又は監理技術者)は以下の知識を有する受講

・石綿の有害性及び石綿建材を除去する際の飛散性に関する知識

・石綿等の粉じんの発散を抑制するための措置に関する知識

・集じん・排気装置に関する知識

(２)  労働者及び一人親方に対する周知の強化

⓵ 取り扱う石綿の種類や必要なばく露防止措置 ⓶ 一人親方に石綿の知識習得支援
50
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令和２年度

事前調査方法の明確化

４月10月

分析調査を不要とする規定の
吹付け材への適用

事前調査・分析調査を行う者
の要件新設

事前調査及び分析調査結
果の記録等

解体・改修工事に係る事前調
査結果等の届出制度の新設

石綿含有成形品に対する措置
の強化（切断等の原則禁止）

作業実施状況の写真等に
よる記録の義務化

計画届の対象拡大

けい酸カルシウム板第１種を
切断等する場合の措置の新設

負圧隔離を要する作業に係る
措置の強化

４月 ４月

改
正
石
綿
則
・
安
衛
則
の
公
布

周 知 令和３年４月施行

労働者ごとの作業の記録
項目の追加

発注者による事前調査・作
業状況の記録に対する配慮

７月

仕上塗材を電動工具を使用し
て除去する場合の措置の新設

10月

１３ 石綿障害予防規則等の改正事項と施行日
令和３年度 令和４年度 令和５年度

周 知 令和３年４月施行

周知、事前調査・分析調査を行う資格を有する者の育成（全国的な講習の実施）
令和５年
10月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周知、電子届出システム開発 令和４年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周 知 令和３年４月施行

周知 令和２年10月施行

52
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■工事開始前まで■

工事の種類
規制内容

全ての解体・改修工事

建築物 工作物 船舶

事前調査の実施、記録の３年保存 ● ● ●

事前調査に関する資格者要件 ●

事前調査結果等の報告（工事開始前まで） ●※１ ●※２

作業計画の作成（石綿含有建材がある場
合）

● ● ●

計画の届出（工事開始の14日前まで） ●※３ ●※３ ●※３

※１床面積80m2以上の解体工事または請負金額100万円以上の改修工事に限る
※２請負金額100万円以上の特定の工作物の解体工事または改修工事に限る
※３吹付石綿等（レベル１建材）または石綿含有保温材等（レベル２建材）があ
る場合に限る
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■工事開始後（石綿含有建材を扱う作業に限る）■

作業の種類

主な規制内容

吹
付
石
綿
、
保
温

材
等
の
除
去
等

け
い
酸
カ
ル
シ
ウ
ム

板
第
１
種
の
破
砕
等

仕
上
塗
材
の
電
動
工

具
に
よ
る
除
去

ス
レ―

ト
板
等
の

成
形
品
の
除
去

事前調査結果の作業場への備え付け、掲示 ● ● ● ●

石綿作業主任者の選任・職務実施 ● ● ● ●

作業者に対する特別教育の実施 ● ● ● ●

作業場所の隔離 ● ● ●

隔離空間の負圧維持・点検・解除前の除去完了確認 ●

作業時に建材を湿潤な状態にする ● ● ● ●

マスク、保護衣等の使用 ● ● ● ●

関係者以外の立入禁止・表示 ● ● ● ●

石綿作業場であることの掲示 ● ● ● ●

作業者ごとの作業の記録・40年保存 ● ● ● ●

作業実施状況の写真等による記録・３年保存 ● ● ● ●

作業者に対する石綿健康診断の実施 ● ● ● ●



本日の説明事項

55

１ 石綿について

２ 石綿を含む建築物の解体、改修を行うとき
の留意点と石綿障害予防規則の改正内容
について

３ 石綿事前調査結果報告システム基本操作
方法について



事前調査結果の報告とは？
☞ 事前調査は、 原則すべての工事が対象です。

以下に示す一定規模以上の工事は、 あらかじめ、 施工業者 （元請け事業者） が労

働基準監督署と自治体に対して、 事前調査結果の報告を行う必要があり ます。

■事前調査結果の報告の対象となる工事・規模基準
（石綿がない場合も報告が必要です。 ）

事前調査は、 「建築物石綿含有建材調査者」の資格が必要です！

☞ 事前調査を実施するために必要な知識を有する者と して、 建築物石綿含有建材調
査者が行うことが義務付けられました。 施行は令和５年10月１日とされています。 施行
日までに講習を修了し、 調査者を確保しておく必要があります。

工事の対象 工事の種類 報告対象となる範囲

全ての建築物 解体 解体部分の床面積の合計が80㎡以上

(建築物に設ける建築設備を含む） 改修 請負金額が税込100万円以上

特定の工作物 解体・改修 請負金額が税込100万円以上

船舶（鋼製のもの） 解体・改修 総トン数が20トン以上



建築物、工作物及び船舶の解体・改修工事

石綿事前調査結果の電子報告がはじまりました！
～ 石綿事前調査結果報告システムによる事前調査結果の報告をお願いします ～

シ
ス
テ
ム
で
で
き
る
こ
と



石綿事前調査結果報告システムには「ＧビズＩＤ」が必要です！

ＧビズＩＤは、
法人・個人事業主向け共通認証
システムです。
ＧビズＩＤを取得すると、一つのＩ
Ｄ・パスワードで、
様々な行政サービスにログインで
きます。

ＧビズＩＤホームページ

ＧビズＩＤには
「プライム」と「エントリー」 の
２種類がありますが、石綿事
前調査結果報告システムは、
どちらでも利用できます。



１-１ ログイン



１-２ ＧビズＩＤのログイン画面



２-１ トップページ



３-２ 新規申請画面への遷移



３-３ 元方（元請）事業者の入力



３-４ 請負事業者の入力



３-５ 事前調査結果の入力



３-６ 申請情報の確認



３-７ 入力エラーについて



３-８ 申請情報確認の注意喚起メッセージ



３-９ 申請情報の登録完了



※注意事項

ヘルプデスク ＴＥＬ ０５０－２０１８－７０４２受付時間 9:00～
12:00  13:00～17:00（土日祝を除く）

※



４ お問い合わせについて

ヘルプデスクへのお問い合
わせは、
「お問い合わせフォーム」
を利用して、メールで行うこ
ともできます ！

※電話でのお問い合わせは、 大変
込み合いますので、 メールのご利
用が便利です
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事前調査に関するQ＆
Ａです。疑問点があれ
ば、ここも確認してく
ださい。



ご清聴ありがとうございました。
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